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令和７年度市町決算（普通会計）の概要（速報）【ポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地方税、地方交付税、国庫支出金は前年度より増加、地方債は前年度より減少 

・ 地方税は、個人市町民税等の増加により、前年度比 134.2 億円の増（＋5.8%） 

・ 国庫支出金は、児童手当等交付金や児童保護費等負担金等の増加により、前年度比 66.1

億円の増（＋5.3%） 

・ 地方債は、スポーツ施設整備事業の進捗等に伴う事業費の減少および臨時財政対策債の

皆減により、前年度比 97.8 億円の減（▲20.6%） 

・ 一般財源比率は、地方税等の一般財源が増加したことに加え、地方債等の特定財源が減

少したことにより、前年度比 0.3 ポイント増の 55.8% 

○ 義務的経費、その他の経費は前年度より増加、投資的経費は前年度より減少 

・ 人件費は、人事院勧告による給料表の改定等により、前年度比 54.0 億円の増（＋4.6%） 

・ 扶助費は、児童手当支給事業や障害者自立支援給付事業等の増加により、前年度比 49.1

億円の増（＋2.8%） 

 ・ 普通建設事業費は、スポーツ施設整備事業や環境施設整備事業等の減少により、前年度

比 65.3 億円の減（▲7.8％） 

・ 物件費は、GIGA スクール構想の推進に伴う ICT 環境整備事業等の増加により、前

年度比 99.9 億円の増（＋9.6％） 

 歳  入 

 歳  出 

○ 歳入総額、歳出総額ともに前年度決算額を上回り、いずれも過去２番目の規模 

 決算規模 

○ 実質収支は、全団体が黒字（４３年連続） 

○ 実質単年度収支は、１０団体において黒字、９団体において赤字 

 決算収支 

○ 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、前年度より 1.2 ポイント低下（改善）（91.3%） 

団体別では、10 団体において上昇（悪化）、9 団体において低下（改善） 

○ 地方債現在高は、全体で前年度比 166.1 億円の減（▲2.9％）となり、臨時財政対策債を

除くと前年度比 45.2 億円の増（＋1.2％） 

○ 積立金現在高は、その他特定目的基金が減少した一方、財政調整基金、減債基金が増加し

たことにより、前年度比 24.4 億円の増（＋1.0%） 

 財政指標等 

記者レク資料 

（県 政） 
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令和７年度市町決算（普通会計）の概要（速報） 

１ 決算規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

歳入総額 歳出総額

Ａ Ｂ

令和７年度 756,274 733,109

令和６年度 730,979 710,671

増減額 25,295 22,438

増減率 3.5% 3.2%

令和７年度 700,435 679,732

令和６年度 680,700 662,482

増減額 19,736 17,250

増減率 2.9% 2.6%

令和７年度 55,838 53,377

令和６年度 50,279 48,189

増減額 5,559 5,188

増減率 11.1% 10.8%

県

計

市

計

町

計

 
 

 
 
 

(1) 県計では、歳入総額、歳出総額ともに前年度決算額を上回り、調査結果が残る昭和 28 年

度以降でいずれも過去２番目の規模であった。 

(2) 歳入は、地方債等が減少した一方、地方税、地方交付税、国庫支出金等が増加したことに

より、前年度比 253.0 億円の増（＋3.5％）となった。 

(3) 歳出は、普通建設事業費等が減少した一方、物件費や人件費等が増加したことにより、前

年度比 224.4 億円の増（＋3.2%）となった。 

【表１ 決算規模の状況】 

【図１ 決算規模の推移】 

※単位未満を四捨五入している関係で、合計

と内訳とが一致しない場合がある。 

（以下の表において同じ。） 

 

億円 
歳入 

歳出 
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２ 決算収支 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

歳入歳出
差引額

(形式収支)

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実　質
収　支

単年度
収　支

財政調整
基金
積立金

繰上
償還金

財政調整
基金
取崩額

実　質
単年度
収　支

Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ (F+G+H-I)

令和７年度 23,164 6,657 16,507 ▲ 315 7,684 1,456 6,058 2,767

令和６年度 20,307 3,482 16,826 ▲ 356 7,110 2,648 6,588 2,815

増減額 2,857 3,176 ▲ 319 41 574 ▲ 1,192 ▲ 530 ▲ 48

令和７年度 20,704 5,913 14,791 ▲ 306 6,979 1,456 4,576 3,553

令和６年度 18,218 3,117 15,101 ▲ 411 6,713 2,468 5,895 2,874

増減額 2,486 2,795 ▲ 310 105 267 ▲ 1,012 ▲ 1,319 679

令和７年度 2,461 744 1,716 ▲ 9 704 0 1,482 ▲ 786

令和６年度 2,089 364 1,725 55 397 181 692 ▲ 59

増減額 371 380 ▲ 9 ▲ 64 307 ▲ 181 790 ▲ 727
※表頭のＡおよびＢは、【表１ 決算規模の状況】の表頭のＡおよびＢによる。

県

計

市

計

町

計

 

 

 

 

 

 

 

(1) 実質収支は、全団体が黒字となった。（4３年連続） 

(2) 実質単年度収支は、１0 団体において黒字、9 団体において赤字となった。 

【表２ 決算収支の状況】 

【図 2-1 実質収支の推移】 

【図 2-2 実質単年度収支の推移】 
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３ 歳  入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 地方税 

個人市町民税や固定資産税等の増加により、前年度比 134.2 億円の増(＋5.8%)となった。 

(2) 各種交付金 

地方消費税交付金等の増加により、前年度比 33.3 億円の増（＋7.2％）となった。 

(3) 地方特例交付金等 

定額減税減収補塡特例交付金等の減少により、前年度比 67.3 億円の減（▲80.5％）とな

った。 

(4) 地方交付税 

普通交付税等の増加により、前年度比 68.0 億円の増（＋6.0％）となった。 

(5) 国庫支出金 

児童手当等交付金や児童保護費等負担金等の増加により、前年度比 66.１億円の増（＋

5.3%）となった。 

(6) 繰入金 

その他特定目的基金等の取り崩しの増加により、前年度比 35.4 億円の増（＋12.4%）と

なった。 

(7) 地方債 

スポーツ施設整備事業の進捗等に伴う事業費の減少および臨時財政対策債の皆減により、

前年度比 97.8 億円の減（▲20.6%）となった。 

(8) 一般財源比率（地方税＋地方譲与税＋各種交付金＋地方特例交付金等＋地方交付税） 

地方税等の一般財源が増加したことに加え、地方債等の特定財源が減少したことにより、

歳入総額に占める一般財源の割合は前年度比 0.3 ポイント増の 55.8%となった。 

(9) 自主財源比率（地方税＋使用料・手数料＋繰入金＋繰越金＋分担金・負担金＋財産収入＋寄附金＋諸収入） 

地方税等の増加による自主財源の増加（＋178.1 億円）が、地方交付税等の依存財源の増

加を上回ったことにより、前年度比 0.8 ポイント増の 46.6％となった。 

【表３ 歳入の状況】 
(単位：百万円）

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減率

246,057 32.5% 13,415 5.8% 232,642 31.8% ▲ 0.1%

う ち 個 人 市 町 民 税 87,963 11.6% 9,959 12.8% 78,004 10.7% ▲ 5.1%

う ち 法 人 市 町 民 税 22,647 3.0% 834 3.8% 21,813 3.0% 15.2%

う ち 固 定 資 産 税 108,466 14.3% 2,431 2.3% 106,035 14.5% 1.0%

うち市町村 たばこ税 9,037 1.2% ▲ 152 ▲ 1.7% 9,189 1.3% ▲ 2.5%

4,584 0.6% 68 1.5% 4,516 0.6% 2.5%

49,421 6.5% 3,327 7.2% 46,094 6.3% 10.8%

1,629 0.2% ▲ 6,731 ▲ 80.5% 8,360 1.1% 353.6%

120,551 15.9% 6,800 6.0% 113,751 15.6% 8.1%

130,983 17.3% 6,610 5.3% 124,373 17.0% 4.3%

58,678 7.8% 7,192 14.0% 51,486 7.0% 10.1%

32,112 4.2% 3,544 12.4% 28,568 3.9% 11.6%

37,649 5.0% ▲ 9,779 ▲ 20.6% 47,428 6.5% 33.7%

うち臨時財政対策債 0 0.0% ▲ 1,349 ▲ 100.0% 1,349 0.2% ▲ 60.3%

74,609 9.9% 848 1.1% 73,761 10.1% 5.7%

756,274 100.0% 25,295 3.5% 730,979 100.0% 7.0%

422,242 55.8% 16,880 4.2% 405,362 55.5% 5.0%

352,660 46.6% 17,812 5.3% 334,848 45.8% 2.0%

歳 入 合 計

一 般 財 源

自 主 財 源

地方特例交付金等

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

都 道 府 県 支 出 金

繰 入 金

地 方 債

そ の 他

各 種 交 付 金

令和７年度 令和６年度

地 方 税

地 方 譲 与 税
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【図 3-1 歳入決算額構成比の推移】 

【図 3-2 税収の推移】 
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(単位：百万円）

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減率

362,215 49.4% 10,220 2.9% 351,995 49.5% 10.3%

123,959 16.9% 5,404 4.6% 118,554 16.7% 9.7%

う ち 職 員 給 75,399 10.3% 2,380 3.3% 73,019 10.3% 5.8%

う ち 退 職 金 4,899 0.7% ▲ 1,170 ▲ 19.3% 6,069 0.9% 43.3%

180,977 24.7% 4,913 2.8% 176,064 24.8% 12.6%

57,279 7.8% ▲ 97 ▲ 0.2% 57,377 8.1% 4.5%

76,829 10.5% ▲ 6,581 ▲ 7.9% 83,410 11.7% 16.9%

76,661 10.5% ▲ 6,527 ▲ 7.8% 83,189 11.7% 17.5%

う ち 補 助 事 業 費 29,182 4.0% ▲ 3,926 ▲ 11.9% 33,108 4.7% 2.8%

う ち 単 独 事 業 費 44,995 6.1% ▲ 2,740 ▲ 5.7% 47,736 6.7% 29.8%

294,066 40.1% 18,799 6.8% 275,267 38.7% 1.4%

113,556 15.5% 9,992 9.6% 103,564 14.6% 4.0%

82,861 11.3% 2,163 2.7% 80,698 11.4% ▲ 1.6%

33,648 4.6% 4,163 14.1% 29,485 4.1% 0.7%

1,087 0.1% 126 13.1% 961 0.1% ▲ 6.2%

52,584 7.2% 1,802 3.5% 50,782 7.1% 1.3%

733,109 100.0% 22,438 3.2% 710,671 100.0% 7.3%

令和７年度 令和６年度

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

う ち 積 立 金

う ち 貸 付 金

う ち 繰 出 金

歳 出 合 計

投 資 的 経 費

うち普通建設事業費

そ の 他 の 経 費

う ち 物 件 費

う ち 補 助 費 等

４ 歳  出 

（１）性質別歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 義務的経費 

・ 義務的経費全体では、前年度比 102.2 億円の増（＋2.9%）となった。 

・ 人件費は、人事院勧告による給料表の改定等により、前年度比 54.0 億円の増（＋4.6%）

となった。 

 ・ 扶助費は、児童手当支給事業や障害者自立支援給付事業等の増加により、前年度比 49.1

億円の増（＋2.8%）となった。 

・ 公債費は、地方債の繰上償還等の減少により、前年度比１.0億円の減（▲0.2%）となった。 

(2) 投資的経費 

・ 投資的経費全体では、前年度比 65.8 億円の減（▲7.9％）となった。 

・ 普通建設事業費は、スポーツ施設整備事業や環境施設整備事業等の減少により、前年度比

65.3 億円の減（▲7.8％）となった。 

(3) その他の経費 

・ 物件費は、GIGA スクール構想の推進に伴う ICT 環境整備費等の増加により、前年度比

99.9 億円の増（＋9.6％）となった。 

・ 補助費等は国民スポーツ大会実行委員会運営負担金等の増加により、前年度比 21.6 億円

の増（＋2.7％）となった。 

・ 積立金は、その他特定目的基金等への積立の増加により、前年度比 41.6 億円の増（＋

14.1%）となった。 

【表 4-1 性質別歳出の状況】 
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（２）目的別歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円）

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減率

議 会 費 3,794 0.5% ▲ 24 ▲ 0.6% 3,818 0.5% 4.6%

総 務 費 116,146 15.8% 15,484 15.4% 100,663 14.2% 6.1%

民 生 費 291,563 39.8% 11,479 4.1% 280,084 39.4% 6.5%

衛 生 費 54,919 7.5% ▲ 3,189 ▲ 5.5% 58,108 8.2% 1.2%

労 働 費 896 0.1% 187 26.5% 708 0.1% ▲ 36.3%

農 林 水 産 業 費 15,904 2.2% ▲ 441 ▲ 2.7% 16,345 2.3% 10.1%

商 工 費 11,357 1.5% 734 6.9% 10,623 1.5% 4.3%

土 木 費 54,530 7.4% ▲ 5,737 ▲ 9.5% 60,268 8.5% 0.7%

消 防 費 24,132 3.3% ▲ 1,887 ▲ 7.3% 26,019 3.7% 16.6%

教 育 費 102,414 14.0% 5,980 6.2% 96,434 13.6% 21.3%

災 害 復 旧 費 168 0.0% ▲ 53 ▲ 24.2% 221 0.0% ▲ 58.8%

公 債 費 57,281 7.8% ▲ 96 ▲ 0.2% 57,377 8.1% 4.5%

そ の 他 6 0.0% 1 25.7% 5 0.0% ▲ 80.3%

歳 出 合 計 733,109 100.0% 22,438 3.2% 710,671 100.0% 7.3%

令和７年度 令和６年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 総務費は、各種積立金の増加やシステム標準化事業等の増加により、前年度比 154.8 億

円の増（＋15.4%）となった。 

(2) 民生費は、児童手当支給事業や障害者自立支援給付事業等の増加により、前年度比 114.8

億円の増 (＋4.1%）となった。 

(3) 土木費は、スポーツ施設整備事業や道路改良事業等の減少により、前年度比 57.4 億円の

減 （▲9.5%）となった。 

(4) 教育費は、小中学校の整備事業や文化施設整備事業等の増加により、前年度比 59.8 億円

の増（＋6.2%）となった。 

【表 4-2 目的別歳出の状況】 
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【図 4-1 性質別歳出決算額構成比の推移】 

【図 4-2 目的別歳出決算額構成比の推移】 
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５ 財政指標および将来にわたる財政負担 

 

（１）財政指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

比率 増減 比率 増減

実 質 収 支 比 率 4.3% ▲0.2ポイント 4.5% ▲0.2ポイント

経 常 収 支 比 率 91.3% ▲1.2ポイント 92.5% ＋0.7ポイント

実 質 公 債 費 比 率 4.0% ▲0.1ポイント 4.1% -

※各比率は加重平均により求めた数値。

令和７年度 令和６年度

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

８０％未満
８０％以上
８５％未満

８５％以上
９０％未満

９０％以上
９５％未満

９５％以上
100％未満

100％以上

1 2 3 8 3 2

(5.3%) (10.5%) (15.8%) (42.1%) (15.8%) (10.5%)

0 1 3 12 3 0

(0.0%) (5.3%) (15.8%) (63.2%) (15.8%) (0.0%)

令和７年度

令和６年度

 

○ 経常収支比率 

・ 分子である経常的経費充当一般財源が人件費や扶助費等の増により増加したものの、分

母である経常一般財源も地方税等の増により増加した結果、前年度より 1.2 ポイント低下

（改善）した。  

・ 団体別では、1０団体において上昇（悪化）、９団体において低下（改善）した。 

【表 5-1 主な財政指標】 

【図 5-1 経常収支比率の推移】 

【表 5-2 経常収支比率の段階別団体数の状況】 



10 
 

 （２）将来にわたる財政負担 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

(1) 将来にわたる実質的な財政負担は、地方債現在高が減少し、積立金現在高が増加したもの

の、債務負担行為額が増加した結果、全体として、前年度比 135.１億円の増（＋2.6%）と

なった。 

(2) 地方債現在高は、全体で前年度比 166.1 億円の減（▲2.9％）となり、臨時財政対策債を

除くと前年度比 45.2 億円の増（＋1.2％）となった。 

(3) 積立金現在高は、その他特定目的基金が減少した一方、財政調整基金、減債基金が増加し

たことにより、前年度比 24.4 億円の増（＋1.0%）となった。 

【表 5-3 将来にわたる財政負担】 

【図 5-2 地方債残高の推移】 

※積立金現在高比率： 

 積立金現在高／標準財政規模 

※うち財調+減債： 

  （財調基金+減債基金現在高） 

／標準財政規模 

【図 5-3 積立金残高の推移】 

(単位：百万円）

地方債現在高 Ａ 547,969 564,579 ▲ 16,610 ▲ 2.9% ▲ 1.3%

171,071 192,205 ▲ 21,134 ▲ 11.0% ▲ 9.9%

376,898 372,374 4,524 1.2% 3.8%

債務負担行為額 Ｂ 222,789 190,228 32,561 17.1% ▲ 3.5%

積立金現在高 Ｃ 244,933 242,493 2,440 1.0% 0.7%

財政調整基金 70,362 68,727 1,635 2.4% 0.8%

減債基金 36,910 34,914 1,996 5.7% ▲ 0.8%

その他特定目的基金 137,661 138,852 ▲ 1,191 ▲ 0.9% 1.0%

525,825 512,314 13,511 2.6% ▲ 3.0%

増減率
前年度
増減率

臨時財政対策債現在高

臨時財政対策債を除く現在高

Ａ＋Ｂ－Ｃ

令和７年度 令和６年度 増減額



令 和 ７ 年 度 市 町 別 決 算 収 支 等

（単位：百万円、％）

歳　入 翌年度 実　質 単年度 実　質

団 体 名 歳　入 歳　出 歳　出 へ繰越 単年度 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6

差　引 すべき 収　支 収　支 収　支

財　源

大 津 市 154,340 151,330 3,010 1,079 1,931 ▲ 864 ▲ 813 2.4 3.6 91.7 92.8 ▲ 0.3 ▲ 0.4 - - 0.747 0.765

彦 根 市 56,904 53,441 3,464 325 3,139 719 3,141 10.8 8.9 84.6 97.4 9.3 9.2 30.8 53.5 0.762 0.760

長 浜 市 64,746 62,314 2,432 1,076 1,355 318 705 3.8 2.9 90.3 92.9 0.5 0.8 - - 0.525 0.529

近 江八 幡市 59,807 57,484 2,323 1,698 624 19 ▲ 601 3.0 3.0 92.6 90.3 ▲ 0.1 0.0 - - 0.634 0.637

草 津 市 68,511 67,862 649 165 484 19 ▲ 25 1.5 1.5 89.4 90.5 3.7 4.0 - - 0.894 0.909

守 山 市 39,875 39,068 808 146 662 31 38 3.2 3.1 91.7 95.8 3.9 3.5 23.1 18.0 0.786 0.799

栗 東 市 32,368 31,423 945 95 849 12 61 5.0 5.1 94.5 94.8 11.4 11.8 66.3 73.2 0.945 0.956

甲 賀 市 48,339 46,372 1,966 485 1,482 ▲ 73 29 5.4 5.9 93.8 93.9 5.9 5.8 37.7 35.6 0.640 0.636

野 洲 市 28,166 27,509 657 34 623 ▲ 4 852 4.3 4.5 91.6 90.5 7.6 7.1 25.9 29.1 0.771 0.781

湖 南 市 25,755 25,219 536 68 468 ▲ 193 ▲ 105 3.3 4.7 91.4 88.0 7.5 7.8 - - 0.736 0.727

高 島 市 36,392 35,443 949 116 834 ▲ 359 ▲ 175 4.5 6.7 97.6 96.7 7.1 6.7 - - 0.367 0.368

東 近 江 市 59,962 58,054 1,908 306 1,602 32 46 4.9 4.9 89.0 88.8 6.3 6.6 - - 0.606 0.604

米 原 市 25,271 24,214 1,057 319 738 36 400 5.3 5.2 95.7 91.9 3.6 4.1 - - 0.513 0.517

(4.4) (4.6) (91.8) (92.6) (5.1) (5.2) (14.1) (16.1) (0.687) (0.691)

市 計 700,435 679,732 20,704 5,913 14,791 ▲ 306 3,553 4.1 4.4 91.3 92.7 3.9 4.0 - - 0.689 0.695

日 野 町 12,072 11,328 744 111 633 ▲ 82 ▲ 71 9.4 11.1 95.9 93.5 5.4 6.1 7.5 16.3 0.661 0.663

竜 王 町 13,561 12,906 656 359 297 ▲ 55 ▲ 661 7.1 8.4 74.3 85.0 3.7 3.7 42.1 29.1 0.924 0.985

愛 荘 町 12,339 12,241 98 44 54 12 ▲ 687 0.8 0.7 102.1 93.7 6.2 5.7 58.0 45.9 0.570 0.567

豊 郷 町 6,430 5,971 459 75 383 161 608 14.4 8.5 100.3 91.6 2.3 0.4 - - 0.423 0.424

甲 良 町 4,415 4,220 195 58 137 3 72 5.1 5.3 88.5 92.8 8.0 9.0 - - 0.354 0.358

多 賀 町 7,020 6,711 310 97 213 ▲ 48 ▲ 47 5.8 7.3 80.8 80.4 5.2 6.0 13.8 - 0.578 0.562

(7.1) (6.9) (90.3) (89.5) (5.1) (5.2) (20.2) (15.2) (0.585) (0.593)

町 計 55,838 53,377 2,461 744 1,716 ▲ 9 ▲ 786 6.5 6.7 91.3 90.2 5.2 5.3 17.7 9.3 0.607 0.614

(5.3) (5.3) (91.4) (91.6) (5.1) (5.2) (16.1) (15.8) (0.655) (0.660)

合 計 756,274 733,109 23,164 6,657 16,507 ▲ 315 2,767 4.3 4.5 91.3 92.5 4.0 4.1 - - 0.683 0.689

※市計、町計、合計の各指標は、各指標を加重平均（括弧内は単純平均）により求めた数値である。

実質収支比率 経常収支比率 実質公債費比率 将来負担比率 財政力指数
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（参考） 各財政指標の用語の意味 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 標準財政規模に対する実質収支額の割合を示すもの。正数の場合は黒字、負数の場合は赤字

を示す。 

 

   実質収支比率 ＝ 
実質収支額

  標準財政規模  
 ×100(%) 

 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの。 

 

標準財政規模＝標準税収入額等※＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額 

 

※  標準税収入額等：地方税、地方譲与税等の理論上標準的な収入見込額 

 

            市町村民税所得割における税源移譲相当額の 25%） 

   基準財政収入額－ 地方譲与税 

            交通安全対策特別交付金 

            地方消費税交付金に係る引き上げ分の 25％ 

                         

１００    地方譲与税 

      ７５     交通安全対策特別交付金 

 

標準財政規模 

×     ＋ 

実質収支比率 

 

 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のよう

に毎年度経常的に支出される経費(経常的経費)に充当された一般財源の額が、地方税、普通交

付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源(経常一般財源)等に占める割合 

 

経常収支比率＝ 
経常的経費に充当した一般財源

 経常一般財源＋減収補塡債特例分＋臨時財政対策債 
 ×100(%) 

経常収支比率 

 

 地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金の標準財政規模に対

する比率 

        （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

              （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

                      標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

・準元利償還金：イからホまでの合計額  

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合

における1年当たりの元金償還金相当額  

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の

財源に充てたと認められるもの  

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地

方債の償還の財源に充てたと認められるもの  

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子  

実質公債費比率 

実質公債費比率 

  （3 カ年平均） ＝ ×100(%) 


